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蒲
郡
市
で
は
、
財
政
分
析
の
資
料

と
し
て
、
国（
総
務
省
）
が
示
し
た

方
法
に
沿
っ
て
普
通
会
計（
＊
1
）

の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
行
政
コ
ス

ト
計
算
書
を
作
成
し
て
い
ま
す
。
今

号
で
は
、
平
成
16
年
度
末
現
在
の
状

況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

（
＊
1
）普
通
会
計
の
範
囲
は
、
一
般
会

計
、
土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
の

一
部
お
よ
び
公
共
用
地
対
策
事
業
特

別
会
計
で
、
市
の
全
体
の
会
計
と
は
異

な
り
ま
す
。

●
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

▼
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
は

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
は
、
市

の
資
産（
建
物
や
土
地
な
ど
）

や
負
債（
市
の
借
金
）な
ど
の

状
況
を
一
覧
表
に
ま
と
め
た
報

告
書
の
こ
と
で
す
。
こ
れ
を

見
る
と
、
市
が
資
産
を
ど
の

く
ら
い
保
有
し
、
そ
の
資
産

を
得
る
た
め
に
ど
の
く
ら
い

国
や
県
か
ら
補
助
金
が
交
付

さ
れ
て
い
る
か
、
借
金
を
し

て
い
る
の
か
分
か
り
ま
す
。

［負債］について
　資産を取得するため借り入れたもので、
将来にわたり負担していかなければなら
ないもの

貸　　　方

シート（貸借対照表）
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負債総額は、390億円（市民1人
当たり48万円）です。
固定負債には、平成18年度以降に
返済する地方債の元金や退職手当な
どがあります。退職手当は年度末に
全職員が普通退職した場合の退職金
の総額です。
流動負債は、平成17年度中に返済
する必要がある地方債の元金です。
負債のうち、地方債は固定負債、
流動負債あわせ、333億円で負債全
体の約85％を占めています。
道路、学校、市営住宅などの公共
施設を整備する場合、多額の経費が
必要となります。このため、現金で
一度に支払いができないものは、地
方債を発行することになります。

（将来の市民負担）

負債  390億円
 （うち地方債分　333億円）

①固定負債 369億円

②流動負債 21億円

（今までの市民負担） 

正味資産  1,102億円

①国・県支出金 160億円

②一般財源等 942億円

﹇
正
味
資
産
﹈に
つ
い
て

　

資
産
形
成
の
た
め
、
こ
れ
ま

で
の
世
代
が
負
担
し
て
き
た

も
の
で
、
将
来
返
済
す
る
必
要

が
な
い
も
の（
資
産
と
負
債
の

差
額
）

正
味
資
産
総
額
は
、
千

102
億
円（
市
民
1
人
当
た
り

135
万
円
）で
す
。

国
・
県
支
出
金
は
、
市

が
現
在
保
有
し
て
い
る
資

産
の
う
ち
、
国
や
県
が
負

担
し
た
金
額
で
す
。

一
般
財
源
等
は
、
市
が

現
在
保
有
し
て
い
る
資
産

の
う
ち
、
市
民
が
納
め
た

市
税
な
ど
に
よ
り
負
担
し

た
金
額
で
す
。

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
か
ら
見
る
財
政
状
況

平
成
17
年
3
月
31
日
現
在
の

問合先　財務課 ☎66◆1177

市役所


